
沖縄県の公立学校における

働き方改革のこれからについて

沖縄県教育庁働き方改革推進課

～３軸６視点とメンタルヘルス対策の充実～

＜令和５年度 市町村教育委員会教育長・教育委員研修会＞



１．教員未配置の状況

◎市町村立学校

・小学校（６） ・中学校（13）

◎県 立 学 校

・高等学校（３） ・特別支援学校（１）

【現状と課題】

（令和５年４月）

沖縄県教育委員会・市町村教育委員会教育長連絡会議 令和５年５月29日（月） １



5年後10年後の学校は･･･？

「働き方改革推進課」の新設
●働き方改革の推進
●教職員のメンタルヘルス対策の充実

【現状と課題】

「教職員の厳しい勤務環境の改善」
沖縄県教育委員会・市町村教育委員会教育長連絡会議 令和５年５月29日（月） ２



【働き方改革推進課】

☆健康管理班（５＋保健スタッフ６）
①県立学校職員の労働安全衛生に関すること
②県立学校職員のメンタルヘルス対策に関すること

★学校における働き方改革の推進
★教職員のメンタルヘルス対策の充実＜特命＞

☆働き方改革班（４）
①学校における働き方改革の総合的企画、調整及び推進に関すること

⇒メンタル不調者の早期発見・早期予防に向けた県立学校との連携強化

⇒職員アンケートの実施 次期プラン・提言等の策定
実行性のある取組の推進（所管課や関係団体への働きかけ）

子供たちのために、教職員が “働きやすく”、
“働きがい” を感じることのできる教育環境の整備！

沖縄県教育委員会・市町村教育委員会教育長連絡会議 令和５年５月29日（月） ３



市町村教育委員会の皆様へ

我が地域の小中学校の働き方改革は進んでいますか？

我が地域の教職員は勤務時間内で業務を終えていますか？

我が地域の教職員の心身の健康（管理）は大丈夫ですか？

子供たちのために、教職員が “働きやすく”、
“働きがい” を感じることのできる教育環境の整備！

各教育委員会が各々の責任・役割に基づいて、
私事として取り組み、県全体として連携協働を！

沖縄県教育委員会・市町村教育委員会教育長連絡会議 令和５年５月29日（月） ４



１．やれそうなことからやる！

（解決に時間を要する取組も進めながら･･･）

【打開への一歩】

２．私事としてやる！

（各々の役割・責任にもとづいて）

学校における働き方改革は、学校だけ、
教育委員会だけで完結でするものではない。

５



質問項目「改善または削減が必要と考える業務や制度」の記述回答の結果

※ユーザーローカル AIテキストマイニングツール（ https://textmining.userlocal.jp/ ）による分析

【本県の現状】 『学校における働き方改革アンケート（2023）』より

●実施期間

・令和5年４月～５月

●実施状況

・本県公立学校教職員
16,234名

・回答数
7,886件（48.６％）

●調査方法

・web調査

・記述式回答

６



【本県の現状】 『学校における働き方改革アンケート（2023）』より

【別添資料１】

７



【別添資料２】

８



アンケート結果を反映 中・長期は後日（まず、できることから始める）９
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昨年後半あたりから県内の各市町村や地域に
おいて働き方改革のこれまでにない新たな取
組の動きが見られてきています！
皆様の市町村ではいかがでしょうか？
この動きを一過性のものとせず、全県的なも
のとし、今後とも各々の役割と責任のもとで
連携協働をどうぞよろしくお願いします。
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沖縄県公立学校における
働き方改革推進に係る次期プランの方針等
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沖縄県公立学校における働き方改革推進に係る次期プランの方針等
【Ⅰ 方針】

■ 次期プランの目的
教職員一人一人が、良好な人間関係を築き、心身ともに健康で本来の職務に専念し、

児童生徒と共に学び、成長しながら、専門性を十二分に発揮して、よりよい教育活動
を遂行できる教育環境を整える。 ☞ 児童生徒と教職員のウェルビーイングの確保

【目標】目的実現のための「３軸・６視点」の実感の向上
《 教職員が「働きやすさ」「働きがい」「心身の健康」を十分に実感できる環境整備 》

3
軸 働きやすさ 働きがい 心身の健康
６
視
点

同僚・管理職との良
好な人間関係の構築

個人の裁量（ゆと
り）ある時間の確保

児童生徒・保護者と
の信頼関係の構築

資質能力の向上や専
門性の発揮

心身の健康の確保と
安全・快適な職場環
境の形成

長時間勤務の改善

図：「３軸」のイメージ

＜令和５年12月25日付け教 働 第 525 号にて市町村へ発出済み＞
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【Ⅱ 目標達成に向けた取組】
教職員が「働きやすさ」「働きがい」「心

身の健康 」 を十分に実感できるためには、
“時間と機会を創出する”ことが必要である。

✓ 人材の確保
✓ 教育DXの推進
✓ 業務の役割分担・適正化

”時間と機会を創出する“ための柱

【具体的取組】
「私たちのピース・リスト2023」

の活用
☞ 児童生徒を支える教職員が“心身と
もに健康”に “働きやすさ”と“働きがい”
を実感できる学校づくりに向けて、関
係者一人一人がこれらを私事として受
け止め、その役割と責任の下、各々の
取組を着実に進める。

沖縄県公立学校における働き方改革推進に係る次期プランの方針等

【Ⅲ 取組期間】
スケジュール 令和６年３月末 令和６年度 令和７年度 令和８年度

次期プラン
・公表（周知） ・取組開始 ・中間評価検証 ・最終評価検証

集中取組期間（3年）企画期間

教員の働き方改革集中改革期間（令和６年度～令和8年度）
※ 経済財政運営と改革の基本方針2023より
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沖縄県公立学校における働き方改革推進に係る次期プランの方針等
【Ⅳ 評価】

● 「３軸・６視点」に基づいて、次の成果指標を設定し、毎年度、評価する。
・成果指標１： 学校評価（教職員対象）の評価項目に、下記の「３軸・６視点」に関す

る５項目を位置づけ、 肯定的回答の割合を成果指標とする。
・成果指標２：「３軸・６視点」に関する管理職アンケート調査を実施し、肯定的回答

の割合を成果指標とする。
・成果指標３： 客観的計測による在校等時間を集計し、教職員の長時間勤務者の人数と

割合を成果指標とする。
「３軸・６視点」に関する５項目 成果指標

・同僚・管理職との良好な人間関係の構築ができている。
・個人の裁量（ゆとり）ある時間の確保ができている。
・一人一人の児童生徒との信頼関係を深めることができている。

※ 児童生徒教育活動に直接かかわる教職員のみ
・より専門性を発揮するための研修や教材研究等が充実している。
・心身の健康の確保と安全・快適な職場環境の形成ができている。

肯定的回答（AとB）の割合
【回答選択肢例（４件法）】
A 当てはまる
B ある程度当てはまる
C あまり当てはまらない
D 当てはまらない
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沖縄県公立学校における働き方改革推進に係る次期プランの方針等
【Ⅴ 検証】

◆ 令和８年（2026年）度末までの成果指標の目標値
● 成果指標1、成果指標2の目標値

「３軸・６視点」に関する学校評価（教職員対象）５項目と管理職アン
ケート調査において、肯定的回答の割合100％を目指して
・肯定的回答の割合を80％以上とする。

● 成果指標３の目標値
教職員の心身の健康を守るために、全教職員が勤務時間上限（月45時間、年360時
間）以内での勤務を目指して

・ 月80時間を超える時間外勤務を行う教職員をゼロとする。
・ 月45時間、年360時間を超える時間外勤務を行う教職員の年平均割合を令和５年度よ

り半減させる。（県教委設定部分）
※市町村教育委員会においては、地域の実情に応じて下線部分（県教委設定部分）を

変更可とする。
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教職員のメンタルヘルス対策について

17



沖縄県公立学校における働き方改革推進に係る次期プランの方針等
【Ⅰ 方針】

■ 次期プランの目的
教職員一人一人が、良好な人間関係を築き、心身ともに健康で本来の職務に専念し、

児童生徒と共に学び、成長しながら、専門性を十二分に発揮して、よりよい教育活動
を遂行できる教育環境を整える。 ☞ 児童生徒と教職員のウェルビーイングの確保

【目標】目的実現のための「３軸・６視点」の実感の向上
《 教職員が「働きやすさ」「働きがい」「心身の健康」を十分に実感できる環境整備 》

3
軸 働きやすさ 働きがい 心身の健康
６
視
点

同僚・管理職との良
好な人間関係の構築

個人の裁量（ゆと
り）ある時間の確保

児童生徒・保護者と
の信頼関係の構築

資質能力の向上や専
門性の発揮

心身の健康の確保と
安全・快適な職場環
境の形成

長時間勤務の改善

図：「３軸」のイメージ

＜令和５年12月25日付け教 働 第 525 号にて市町村へ発出済み＞

一体の取組！
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【文科省
ＨＰより】

教職員のメンタルヘルス対策について 19



教職員のメンタルヘルス対策について

令和４年度当初の教員未配置数は23
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【厚労省 ＨＰより】

教職員のメンタルヘルス対策について 21



「４人に１人は一生の間に何らかの精神疾患にかかる」と言われる時代

厚生労働省は２０１３（平成２５）年に４大疾病（がん・脳卒

中・急性心筋梗塞・糖尿病）に新たに精神疾患を加え「５大疾病」へ

２０２２（令和４）年度より、高等学校の「保健」の授業で「精神

疾患の予防と回復」について学習することに。

✔ 精神疾患は誰もがかかり得る身近な病気であり、
自分事として知識を持っておくことが必要！

教職員のメンタルヘルス対策について 22



我が市町村の教職員が健やかに子どもたちと向き合うことができる

よう、各々の役割と責任にもとづいて対応を！

✔ 学校（教職員）支える相談対応体制の整備

（相談窓口の設置や担当者の配置･･･等）

✔ 各学校（特に管理者）との連携協働を！

教職員のメンタルヘルス対策について

「４人に１人は一生の間に何らかの精神疾患にかかる」と言われる時代

精神疾患に至る前に、メンタル不調の早期対応が大切！

✔ 各市町村での対応・取組状況はどうでしょうか？
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労働安全衛生管理体制の未整備は法令違反。
各教育委員会は法令上求められている体制整備を！

学校における労働安全衛生管理体制の整備について

各教育委員会には、労働安全衛生法の法令等により定められた、
労働者の安全と心身の健康を確保するための取組を実施する責務がある。

◎主な取組の実施状況 沖縄県 全 国
✔衛生管理者の選任⇒小学校 92.5％ 90.7％

中学校 91.9％ 92.4％
✔産業医の選任 ⇒小学校 47.2％ 80.6％

中学校 45.9％ 84.9％
✔衛生委員会の設置⇒小学校 56.6％ 84.8％

中学校 59.5％ 88.2％
✔ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸの実施 ⇒小学校 92.9％ 98.0％

中学校 93.9％ 99.0％
【R3文科省調査】

24



✔給与負担
⇒ 市（指定都市除く）町村立小・中
学校等の教職員は市町村の職員である
が、設置者負担の原則の例外として、
その給与については都道府県の負担と
し、給与水準の確保と一定水準の教職
員の確保を図り、教育水準の維持向上
を図る。

✔任免・人事異動
⇒ 身分は市町村の職員としつつ、都道
府県が人事を行うこととし、広く市町
村をこえて人事を行うことにより､教職
員の適正配置と人事交流を図る。

市町村教育委員会 県教育委員会
（例外としての県費負担教職員制度）

✔服務監督
✔人事評価
✔労務管理

労働安全衛生管理やメンタルヘ
ルス対策等が含まれる！

市町村立小中学校の教職員は市町村の職員！
～「県費負担教職員制度」による誤解？～
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＜中央教育審議会・質の高い教師の確保特別部会配布資料より＞
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「日本の将来推計人口（令和５年推計）結果」（国立社会保障･人口問題研究所） 27



Ｒ５厚労省公表資料 28



Ｈ２４厚労省公表資料 29



「日本の将来推計人口（令和５年推計）結果」（国立社会保障･人口問題研究所）

労働力不足！
人材不足！
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学校

人材地域

学校における
働き方改革の

実現
☆彡 質の高い学校教育
☆彡 教職の魅力再興

☆彡 子供の居場所づくり
☆彡 沖縄らしい優しい社会

☆彡 地域発展の担い手
☆彡 子供は沖縄の未来

◆ 持続可能な
沖縄の発展

◆ 誰一人
取り残さない社会

≪ 学校における働き方改革の実現による 沖縄県の未来像≫ 31



令和5年度
沖縄県総合教育会議

【テーマ】

教員不足の解消に向けた
学校における働き方改革の推進

～ 沖縄の子供たちの未来を創る
持続可能な学校教育の構築 ～

開催日 令和5年度８月３１日（木）

32

総合教育会議において
教員の働き方改革を議論！

玉城デニー知事と県教育委員が協議する今年度
の県総合教育会議が８月31日（木）に開催された。
「学校における働き方改革」の推進に向けて、

具体的な取組などについて議論し、共通理解を深
め、連携を確認した。



市町村教育委員会の皆様へ

我が地域の小中学校の働き方改革は進んでいますか？

我が地域の教職員は勤務時間内で業務を終えていますか？

我が地域の教職員の心身の健康（管理）は大丈夫ですか？

子供たちのために、教職員が “働きやすく”、
“働きがい” を感じることのできる教育環境の整備！

各教育委員会が各々の責任・役割に基づいて、
私事として取り組み、県全体として連携協働を！

沖縄県教育委員会・市町村教育委員会教育長連絡会議 令和５年５月29日（月） 33



沖縄県の子どもたちのために
引き続き連携協働をよろしくお願いします！

ご清聴どうもありがとうございました。


